
電話

（第 2 章）

（第 4 節）

（第　 1
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平成２０年度中に家庭ごみの減量化・資源化、ごみ処理費用の住民負担の公平化、ごみ処理に対する住
民意識の向上、市のごみ処理施策に対する財源負担の軽減のため、指定袋による家庭ごみの有料化を
実施する。また、これらの事業を推進していくための施策として、ごみ袋等の作成、保管、配送、収納業務
等の整備を行い、その後も家庭ごみの減量化とリサイクルの推進を図るため、同業務等を継続する。

23年度
以降

家庭ごみ有料化を継続するため、ごみ袋等の作成、一般廃棄物指定収集袋収納等事務
の委託、ごみ適正排出協力員制度の継続、ごみステーション整備や集団資源回収ストック
ヤード整備のための助成事業の継続などを行い、家庭ごみの減量化、リサイクルの推進
を図る。

家庭ごみ有料化を継続するため、ごみ袋等の作成、一般廃棄物指定収集袋収納等事務
の委託、ごみ適正排出協力員制度の継続、ごみステーション整備や集団資源回収ストック
ヤード整備のための助成事業の継続などを行い、家庭ごみの減量化、リサイクルの推進
を図る。

章 環境と共生する快適なまち

施策）ごみの減量とリサイクル施策

H18
根拠法令等

上位施策との関連
（総合計画での位
置付け）

　〃 終了予定年度

　計　画　

事務事業の概要

節 廃棄物とリサイクル

70,691 82,819

21年度予定額

0.30

9,000

2,700

9,000

0.30

22年度予定額 23年度以降[毎年］

82,81982,81970,691

平成１９年１０月

事務事業名

作成日石井　潤一郎部長職名

作成部署ごみ有料化対策事業

別紙２

17整理番号

事務区分 ■自治事務　　□法定受託事務　

 平成19年度事務事業評価調書（新規用）　　　　 北広島市

環境部廃棄物対策課

塚崎　俊典課長職名

内線　606

（単位：千円）【費用の予定額】

20年度

21年度

　手　　　段
(ここから活動
指標を導きま
す）

市が行う
事務事業
の具体的
な実施内
容
（※補助
金等の場
合は団体
等の活動
内容）

22年度

家庭ごみ有料化を継続するため、ごみ袋等の作成、一般廃棄物指定収集袋収納等事務
の委託、ごみ適正排出協力員制度の継続、ごみステーション整備や集団資源回収ストック
ヤード整備のための助成事業の継続などを行い、家庭ごみの減量化、リサイクルの推進
を図る。

　目　　　的
(ここから成果
指標を導きま
す）

対　　象
(誰､又は何を)

　　　意　　図
（何をねらっているの
か｡対象をどのような
状態にしたいのか）

全市民

平成１９年３月のクリーン北広島推進審議会の答申、ごみの排出抑制、資源化の推進、負
担の公平性の観点から、「排出量に応じた費用負担が必要であると考え、有料化の導入
は止むを得ないものと判断する。」を受け、平成２０年度中に家庭ごみの有料化を実施し、
家庭ごみの減量化とリサイクルの推進を図る。

①合　計

20年度予定額

その他特財

地方債

50,384

81,125

②人　数（年間）

事務事業開始年度

区　　　　分

直接事業費

国支出金

道支出金

一般財源

家庭ごみ有料化の実施に向け、ごみ袋等の作成、一般廃棄物指定収集袋収納等事務の
委託、啓発チラシ等の作成、ごみ適正排出協力員制度の構築、ごみステーション整備や
集団資源回収ストックヤード整備のための助成事業の実施などを行い、家庭ごみの減量
化、リサイクルの推進を図る。

④＝②×③

③１人当り年間平均人件費
人 　件 　費

（概算）

75,191 85,519 85,519　総　事　業　費 ①＋④



【事務事業を評価する指標（ものさし）】

①

②

③

④

①

②

■

□

□

6ｇ／人・日 6 6 6

行革
本部

ごみの減量化と資源化の促進を目指し、市民と一体となった取組みが必要であり、有効性や緊急性など
が高い。

年度ごと数値目標－151ｇ(H14実績)

民間等で実施または協働して取り組むべきである。

　　　□有　　　　　■無

民間活力の活用性評価
（事業担当部局が評価）

法律で実施が義務付けられている事務事業か

説明

（上記
評価の
総合的
な説明）

事業
担当
部局

道央地域ごみ処理広域化推進協議会で計画していた可燃ごみの焼却施設建設が遅延しているため、最
終処分場の延命化対策が急務である。家庭ごみの有料化は、ごみの減量化と資源化を促進させ、また、
公平な費用負担や責任の明確化を図ることができる。さらに、新たなごみ処理費用の財源確保も可能と
なる施策である。

３　評　価　

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

成果指標
（目的の達成
度を測るもの

さし）

指　標　名

活動指標
（事務事業の
活動量や実

績） 粗大ごみの再生利用

【指標の定義（算式等）】

150150

301

指　　　　　標　　　　　値

20年度目標

ｇ／人・日

ｇ／人・日

ｇ／人・日

50

ｇ／人・日
【指標の定義（算式等）】

301

130 130

150 150

301 301

整理番号 17

最終目標単位

２　指　標

130

21年度目標 22年度目標

130

ｇ／人・日 115 115 115 115

民間等での実施または市民等との協働の可能性はほとんどない。

厨芥類の減量（排出抑制）

集団資源回収量

資源ごみ回収量

150ｇダイエット計画数値目標　計

平成１４年度との比較

5050 50

チェック項目
評
点

選択理由、説明等

妥
当
性

・市民や社会の要求に合致しているか。
・上位施策を達成するために必要な事務事業か（目的妥当
性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か(公共性・公益
性の度合）

4

市内で発生する一般廃棄物の処理は市に責任があ
る。ごみの減量化、資源化を目的とした家庭ごみの有
料化は、ごみの減量化と資源化に対する市民意識を
高め、公平な費用負担や責任の明確化を図り、新た
なごみ処理費用のための財源確保が可能となる。

有
効
性

・成果指標値から見て、目標の達成度はどの程度か（達成
度合）
・目的を達成するための手段（実施方法）は有効か（手段有
効度合）

4

ごみの減量化、資源化を目的とした家庭ごみの有料
化は、ごみの減量化と資源化に対する市民意識を高
め、公平な費用負担や責任の明確化を図るため、有
効な施策である。

効
率
性

・投入する予算や人員に見合った効果が期待できるか（費
用対効果の度合）
・事業の実施方法は効率的か（同じ経費でもっと効率的な方
法はないか）

4
家庭ごみの有料化は、ごみの減量化と資源化に対す
る市民意識を高められ、ごみの減量化、資源化が図
られると考えられる。

公
平
性

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏っていな
いか。

4

家庭ごみ有料化は、ごみを排出する全市民を対象としてお
り、適正と考える。また、市民の皆さんが負担するごみ処
理手数料は、ごみ処理費用や、資源化のための中間処理
経費などのほか環境整備等の施策にも活用できることか
ら適切である

評点区分

緊
急
性

・すぐ実施する必要があるか、熟度は高まっているか（緊急
度合）

4

広域廃棄処理施設の供用開始が平成２７年度以降と
なることから、現状のままでいくと第５期最終処分場が
６年間で満杯になるため、最終処分場の延命化対策
が急務である。



電話

（第 6 章）

（第 3 節）

（第　 1
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1,800

3,800

9,000

0.20

3,800
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9,000

1,800

空き店舗については、近年、増加傾向にあることから、商工会と連携して空き店舗の利用を促進する。

23年度
以降

空き店舗に係る補助金利用状況を考慮しながら、平成23年度以降について検討する。

●補助金
　・改装費補助　2,000千円×1件＝2,000千円（対象経費　内装改修 2分の1以内　上限
2,000千円）
　・家賃補助 　   　900千円×2件＝1,800千円（家賃の2分の1以内　上限　月額75千円）
                                          計　3,800千円

章 力強い産業活動が展開されるまち

施策）商業活性化の促進施策

H20
根拠法令等

上位施策との関連
（総合計画での位
置付け）

　〃 終了予定年度

　計　画　

事務事業の概要

節 商　業

3,800

3,800

0

21年度予定額

9,000

0

3,800

9,000

0.20

22年度予定額 23年度以降[毎年］

平成１９年８月

事務事業名

作成日赤沼　正三部長職名

作成部署空き店舗利用促進事業

別紙２

76整理番号

事務区分 ■自治事務　　□法定受託事務　

 平成19年度事務事業評価調書（新規用）　　　　 北広島市

商業労働課
商業振興担当

田中　均課長職名

内線857

（単位：千円）【費用の予定額】

20年度

21年度

　手　　　段
(ここから活動
指標を導きま
す）

市が行う
事務事業
の具体的
な実施内
容
（※補助
金等の場
合は団体
等の活動
内容）

22年度

●補助金
　・改装費補助　2,000千円×1件＝2,000千円（対象経費　内装改修 2分の1以内　上限
2,000千円）
　・家賃補助 　   　900千円×2件＝1,800千円（家賃の2分の1以内　上限　月額75千円）
                                          計　3,800千円

　目　　　的
(ここから成果
指標を導きま
す）

対　　象
(誰､又は何を)

　　　意　　図
（何をねらっているの
か｡対象をどのような
状態にしたいのか）

空き店舗を利用して開業する事業者に対して補助事業を行なう北広島商工会。

空き店舗の活用により開業する事業者に対し開設に要する経費の一部を補助する商工
会に対し補助相当額を助成することにより、商店街の活性化を図る。

①合　計

20年度予定額

その他特財

地方債

3,800

②人　数（年間）

事務事業開始年度

区　　　　分

直接事業費

国支出金

道支出金

一般財源

●補助金
　・改装費補助　2,000千円×1件＝2,000千円（対象経費　内装改修 2分の1以内　上限
2,000千円）
　・家賃補助 　   　900千円×2件＝1,800千円（家賃の2分の1以内　上限　月額75千円）
                                          計　3,800千円

④＝②×③

③１人当り年間平均人件費
人 　件 　費

（概算）

5,600 5,600 0　総　事　業　費 ①＋④



【事務事業を評価する指標（ものさし）】

①

②

③

①

②

■

□

□

行革
本部

高齢化が進行するなか、身近な商店街を活性化するうえで妥当性はあるが、実施手法について検討が必
要である。

出店/空き店舗数５９

民間等で実施または協働して取り組むべきである。

　　　□有　　　　　■無

民間活力の活用性評価
（事業担当部局が評価）

法律で実施が義務付けられている事務事業か

説明

（上記
評価の
総合的
な説明）

事業
担当
部局

空き店舗の現状を是正するためには、商工会、商店街が積極的に出店誘導を図ることが重要であり、商
工会が主体となって取組む本事業の展開は、出店効果を発揮すると考える。

３　評　価　

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

成果指標
（目的の達成
度を測るもの

さし）

指　標　名

活動指標
（事務事業の
活動量や実

績）

【指標の定義（算式等）】

5.665.36

指　　　　　標　　　　　値

20年度目標

店 9

％
【指標の定義（算式等）】

5.08 15.25

整理番号 76

最終目標単位

２　指　標

21年度目標 22年度目標

民間等での実施または市民等との協働の可能性はほとんどない。

空き店舗への出店数

空き店の減少率

33 3

チェック項目
評
点

選択理由、説明等

妥
当
性

・市民や社会の要求に合致しているか。
・上位施策を達成するために必要な事務事業か（目的妥当
性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か(公共性・公益
性の度合）

4
商店主の高齢化、後継者不足、大型店の進出などの
影響により空き店舗となっており、商店街の集客、賑
わいづくりのため、出店を促進する必要がある。

有
効
性

・成果指標値から見て、目標の達成度はどの程度か（達成
度合）
・目的を達成するための手段（実施方法）は有効か（手段有
効度合）

3
出店に際しての初期投資などの一部を助成し、負担
を軽減することにより開業への動機付けとなる。

効
率
性

・投入する予算や人員に見合った効果が期待できるか（費
用対効果の度合）
・事業の実施方法は効率的か（同じ経費でもっと効率的な方
法はないか）

3

商工会は、商店街を通じて空き店舗状況の把握を進
めており、本事業の主体として取組むことは出店希望
者への情報提供など効率的に対応できる。　市は、商
工会の助成実績相当額を補助金として交付する。

公
平
性

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏っていな
いか。

ー

評点区分 　４　適切（十分）　　３　概ね適切（十分）　　２　改善の余地がある　　１　不適切（不十分）　　－　該当なし

緊
急
性

・すぐ実施する必要があるか、熟度は高まっているか（緊急
度合）

3
空き店舗は、近年増加しており、高齢化が進行する
中、身近な商店街の振興は重要であり、早急に取組
む必要がある。



電話

（第 6 章）

（第 3 節）

（第　 1

・創業支援補助金　　補助対象経費（事業所賃料、謝金、通信費、広告宣伝費）
の2分の1以内　上限　1,000千円　　1件
・選考審査委員報酬　　3名　　42千円　　　　計　1,042千円

2,842

1,800④＝②×③

1,042

9,000

0.20

1,042

0.20

9,000

1,042

1,042

23年度
以降

実施計画3年間の創業の状況を見た上で継続の可否を判断する。

章 力強い産業活動が展開されるまち

施策）商業活性化の促進施策

21年度

・創業支援補助金　　補助対象経費（事業所賃料、謝金、通信費、広告宣伝費）
の2分の1以内　上限　1,000千円  　1件
・選考審査委員報酬　　3名　　42千円　　　　計　1,042千円

・創業支援補助金　　補助対象経費（事業所賃料、謝金、通信費、広告宣伝費）
の2分の1以内　上限　1,000千円　　1件
・選考審査委員報酬　　3名　　42千円　　　　計　1,042千円

H20
根拠法令等

節

　新たに行うコミュニティビジネスの計画を持ち、公募に応じ、事業化の可能性などの審査を経て決定した
ものに対し、創業年度に必要な経費の一部を助成する。

上位施策との関連
（総合計画での位
置付け）

　〃 終了予定年度

　計　画　

事務事業の概要

商　業

0

21年度予定額

9,000

0

1,042

9,000

0.20

22年度予定額 23年度以降[毎年］

平成１９年８月

事務事業名

作成日赤沼　正三部長職名

作成部署コミュニティビジネス創業支援事業

別紙２

75整理番号

事務区分 ■自治事務　　□法定受託事務　

 平成19年度事務事業評価調書（新規用）　　　　 北広島市

商業労働課
商業振興担当

田中　均課長職名

内線857

　手　　　段
(ここから活動
指標を導きま
す）

市が行う
事務事業
の具体的
な実施内
容
（※補助
金等の場
合は団体
等の活動
内容）

22年度

1,042

（単位：千円）【費用の予定額】

20年度

20年度予定額

その他特財

　目　　　的
(ここから成果
指標を導きま
す）

対　　象
(誰､又は何を)

　　　意　　図
（何をねらっているの
か｡対象をどのような
状態にしたいのか）

少子高齢化、環境問題などの地域課題に対応したコミュニティビジネスに新たに取組む団
体等。

豊かな地域社会づくりと地域経済の活性化を図る。

地方債

②人　数（年間）

事務事業開始年度

区　　　　分

直接事業費

国支出金

道支出金

一般財源

①合　計

1,8001,800

③１人当り年間平均人件費
人 　件 　費

（概算）

2,842 2,842 0　総　事　業　費 ①＋④



【事務事業を評価する指標（ものさし）】

①

②

③

①

②

■

□

□

行革
本部

多様化する地域ニーズへの対応など地域貢献性をもつコミュニティビジネスへの支援から妥当性がある
が、事業の継続の確保など有効性を高める必要がある。

民間等で実施または協働して取り組むべきである。

　　　□有　　　　　■無

説明

（上記
評価の
総合的
な説明）

事業
担当
部局

コミュニティビジネスの展開は、地域の課題の解決と活性化をもたらすものであり、起業者への助言、指
導も含め助成制度の普及に努める。

民間等での実施または市民等との協働の可能性はほとんどない。

選択理由、説明等

20年度目標

件 3

成果指標
（目的の達成
度を測るもの

さし）

指　標　名

活動指標
（事務事業の
活動量や実

績）

【指標の定義（算式等）】

【指標の定義（算式等）】

指　　　　　標　　　　　値

３　評　価　

民間等での実施または市民等との協働が可能である。
民間活力の活用性評価
（事業担当部局が評価）

法律で実施が義務付けられている事務事業か

チェック項目
評
点

創業数

整理番号 75

最終目標単位

２　指　標

21年度目標 22年度目標

11 1

妥
当
性

・市民や社会の要求に合致しているか。
・上位施策を達成するために必要な事務事業か（目的妥当
性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か(公共性・公益
性の度合）

4
地域のニーズや課題を解決する地域貢献性を持つコ
ミュニティビジネスは、地域社会、経済の融和、活性
化につながるものである。

有
効
性

・成果指標値から見て、目標の達成度はどの程度か（達成
度合）
・目的を達成するための手段（実施方法）は有効か（手段有
効度合）

3
運営費の一部を助成することにより、円滑な創業を助
長する。

効
率
性

・投入する予算や人員に見合った効果が期待できるか（費
用対効果の度合）
・事業の実施方法は効率的か（同じ経費でもっと効率的な方
法はないか）

3

創業助成のほか、運営、経営のアドバイザーによる相
談、指導体制も整え、事業の継続性、収益性を確保
する。　創業者に直接的に助成、指導を行うので効率
性が高い。

公
平
性

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏っていな
いか。

ー

評点区分 　４　適切（十分）　　３　概ね適切（十分）　　２　改善の余地がある　　１　不適切（不十分）　　－　該当なし

緊
急
性

・すぐ実施する必要があるか、熟度は高まっているか（緊急
度合）

3 創業へ向け、調査、検討を進めている団体がある。



電話

（第 6 章）

（第 1 節）

（第　 3

別紙２  平成19年度事務事業評価調書（新規用）　　　　 北広島市

整理番号 72 事務事業名 農地改良（暗渠排水・農地復元）事業 作成部署 経済部農政課 内線　852

事務区分 ■自治事務　　□法定受託事務　 部長職名 赤沼正三 課長職名 加藤正人 作成日 平成１９年９月

事務事業開始年度 Ｈ20
根拠法令等

　〃 終了予定年度

上位施策との関連
（総合計画での位
置付け）

章 力強い産業活動が展開されるまち

節 農業

施策 生産・流通の振興 施策）

事務事業の概要

透排水性が不良である農地において暗渠排水整備の実施に助成するとともに、遊休地の流動化を促進
するため復元への助成をする。
・Ｈ20～Ｈ22
暗渠排水総面積　51.75ha   （市　1/3、JA　1/3、受益者　1/3　　800円／ｍ×51,750ｍ＝41，400千円）
・Ｈ20～Ｈ22
復元費助成　　遊休地120ｈａの10％の12ｈａ　（8,200円／10ａ×1,200ａ＝984千円）

　計　画　

　目　　　的
(ここから成果
指標を導きま
す）

対　　象
(誰､又は何を)

透排水不良農地及び遊休農地

　　　意　　図
（何をねらっているの
か｡対象をどのような
状態にしたいのか）

転作田を含む農地において作物の品質向上、安定生産確保は不可欠であるため暗渠排
水整備の実施に助成し収益性の高い品目の生産面積拡大を図る。また、現在借り手がい
ない遊休地の流動化を促進する。

　手　　　段
(ここから活動
指標を導きま
す）

市が行う
事務事業
の具体的
な実施内
容
（※補助
金等の場
合は団体
等の活動
内容）

20年度
・排水暗渠整備　　　17.25ha（17250ｍ）　17250m×800円×1/3=4,600千円
・復元助成　4ｈａ　8,200円／10ａ　　400ａ×8，200円＝328千円
計4，928千円

21年度
・排水暗渠整備　　　17.25ha（17250ｍ）　17250m×800円×1/3=4,600千円
・復元助成　4ｈａ　8,200円／10ａ　　400ａ×8，200円＝328千円
計4，928千円

22年度
・排水暗渠整備　　　17.25ha（17250ｍ）　17250m×800円×1/3=4,600千円
・復元助成　4ｈａ　8,200円／10ａ　　400ａ×8，200円＝328千円
計4，928千円

23年度
以降

第３次実施計画後における未実施農地の透水状況と需用及び復元可能農地を調査し判
断する。

【費用の予定額】 （単位：千円）

区　　　　分 20年度予定額 21年度予定額 22年度予定額 23年度以降[毎年］

直接事業費

国支出金

地方債

一般財源 4,928 4,928

道支出金

その他特財

450

4,928

①合　計 4,928 4,928 4,928 0

0.05

9,000

②人　数（年間） 0.05 0.05

③１人当り年間平均人件費 9,000 9,000 9,000

450 0

　総　事　業　費 ①＋④ 5,378 5,378 5,378 0

人 　件 　費
（概算）

④＝②×③ 450



【事務事業を評価する指標（ものさし）】

①

②

③

①

②

■

□

□

整理番号 72

２　指　標

指　標　名
指　　　　　標　　　　　値

単位 20年度目標 21年度目標 22年度目標 最終目標

活動指標
（事務事業の
活動量や実

績）

暗渠整備等実施面積 ｈａ 17.25 17.25 17.25

復元面積 ｈａ 4 4 4

成果指標
（目的の達成
度を測るもの

さし）

対象地への作付又は賃借の実績

％ 100

収量の増加又は品質向上

％ 100

100 100
【指標の定義（算式等）】

作付、賃借実績／整備、復元面積

100 100
【指標の定義（算式等）】

対前年実績等

３　評　価　

チェック項目
評
点

選択理由、説明等

妥
当
性

・市民や社会の要求に合致しているか。
・上位施策を達成するために必要な事務事業か（目的妥当
性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か(公共性・公益
性の度合）

3
耕作地の維持と遊休農地の流動化により、生産性の
向上が図られ、農協との協同事業であることから関与
は適切である。

有
効
性

・成果指標値から見て、目標の達成度はどの程度か（達成
度合）
・目的を達成するための手段（実施方法）は有効か（手段有
効度合）

4
収益性の高い圃場を安定的に確保するため有効であ
る。

効
率
性

・投入する予算や人員に見合った効果が期待できるか（費
用対効果の度合）
・事業の実施方法は効率的か（同じ経費でもっと効率的な方
法はないか）

4
農産物の価格は低迷しており、農家個々の投資は極
力抑えることで収益性が向上するものである。

公
平
性

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏っていな
いか。

3
食料供給地の改良であり市、受益者、生産者団体の
負担割合は適切である。

緊
急
性

・すぐ実施する必要があるか、熟度は高まっているか（緊急
度合）

3
改良を必要とし需用も多数あることから早急な着手を
要する。

評点区分 　４　適切（十分）　　３　概ね適切（十分）　　２　改善の余地がある　　１　不適切（不十分）　　－　該当なし

法律で実施が義務付けられている事務事業か 　　　□有　　　　　■無

民間活力の活用性評価
（事業担当部局が評価）

民間等での実施または市民等との協働の可能性はほとんどない。

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

民間等で実施または協働して取り組むべきである。

説明

（上記
評価の
総合的
な説明）

事業
担当
部局

暗渠整備による透水性向上は生産性を上げ、優良な食料供給地として有効に活用される。さらに、遊休
農地の復元も農産物の安定生産に資することから、継続的に実施する必要がある事業であり、北広島市
農地保全にも大いに有効である。

行革
本部

農地の流動化に向け収益性の高い農地の確保は必要だが、効率的な実施手法について検討が必要で
ある。


